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高等学校の教科「情報」に対応した大学の情報教育の改善と評価

小川　亮・黒田　卓

Evaluation of the effect of ICT education program at University of Toyama.

Ryo Ogawa，Takashi Kuroda

　　After the subject “information” of the high school was executed from 2003, according to the education 
course of study in Japan, many researcher discussed that universities were needed to change the contents 
of class “information processing”.  Of course, in the university of Toyama, the committee of information 
communication technology education revised the study contents of “information processing” from 2006, 
and made some classes for students who had had no or less experience about ICT lessons.  This research 
did the comparison between the normal class and the beginner class in the faculty of human development, 
and  examined  the effects of its class curriculums.  The result made clear that two classes have achieved 
these targets respectively, but that there were some remained problems, which we have to improve our 
class for students who might be able to utilize their study experiences in high school and university, and 
grow their own capacity farther.
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１． はじめに

　富山大学の人間発達科学部は平成17年10月に教
育学部から改組されて誕生した新しい学部である。
その中心テーマとして「教育」を取り上げ，富山県
における教員養成に対して責任を持つことを重視し
たカリキュラムを提供している。同時に，教育に対
して積極的な価値を置く社会人を送り出すことが重
要と考え，教師を目指さない学生にも一流の社会人
としての知性教養技術を習得できる教育プログラム
を提供している。
　人間発達科学部の学生にとって，大学における学
習に必要不可欠なICT活用スキルを習得させると同
時に，教師にとって必要な情報活用能力を習得させ
ることを目的として，１年生前期に教養科目「情報
処理」を開講している。この科目は，学部教員が分
担して担当し，教員免許の必修単位として認定して
いる。
　本研究では，平成18年度の「情報処理」の受講
生を対象に行った調査の結果を分析し，授業の効果
について検討することで，今後の授業のあり方につ
いて議論を行う。

２．方　　法

【時期】平成18年４月～７月。４月に１回目，６月
に２回目，７月に３回目の調査を行った。
【場所】富山大学人間発達科学部端末室ならびに同
大学総合情報基盤センター４Ｆ端末室。
【被験者】平成18年度入学の人間発達科学部１年生
82名。そのうち26名はコンピュータに苦手意識が
強いと申告した初心者のクラス（Ａ）の受講者であ
り，残りの56名は特に問題がないと申告した普通
クラス（Ｂ）の受講者であった。これらの学習者の
内，４月，６月，７月の３回の調査すべてに回答し
た学生63名（クラスＡ20名，クラスＢ43名）を被
験者として分析を行った。
【調査用紙】調査用紙は３つのパートに分かれてい
た。質問１～質問４は，現在とこれまでの情報技術
の利用に関する質問であった。質問１は，自宅にコ
ンピュータがあるかどうか，質問２は自宅でイン
ターネットを利用しているか，質問３は小学校時代
から現在までのＩＴ技術の利用に関する質問であっ
た。質問４は，高等学校における教科「情報」の履
修内容に関する質問であった。質問１～４の内容を�����



表１に示す。
　質問５は，31項目からなる５段階の評定尺度で
あり，コンピュータの利用スキルを自己評価しても
らう質問であった。質問６は，25項目からなる５
段階の評定尺度であり，情報活用に対する態度（行
動傾向）について自己評価してもらう質問であった。
　コンピュータ態度調査は，コンピュータに対する
不安感を測定する20項目からなる４段階の評定尺
度であった。
【教育内容】
　授業は２つのクラスで若干異なっていた。授業者
は共に人間発達科学部の准教授であり，情報教育な
らびに情報技術について十分な知識と経験を持って
いた。授業内容については共通の教科書を用いて，
大学全体の共通学習目標にしたがって授業を展開し
ており，一定の共通性を保っていた。しかし，課題
の与え方や，授業の進め方については特徴があった。
２つのクラスの共通部分は以下の通りであった。
　授業の目標は，大学の情報環境を知ること，情報
環境を使いこなすために最低限必要な 「情報リテ
ラシー」を習得することであった。授業は基本的に
教科書（富山大学情報処理教育部会, 2006）にした
がって進められた。授業目標は実践的情報コミュニ
ケーション技術を身に付けること。 共通する内容

として (1) 情報倫理 (2)情報検索および電子メール 
(3)文書作成 (4)表計算及びグラフ作成 (5)プレゼン
テーション技術 (6) ホームページ作成の６つがあっ
た。２つのクラスの特徴は以下の通りであった。

（Ａクラス）初心者クラスでは，普通クラスと同じ
教育目標を達成することを目指すが，学習者の状況
に合わせて学習内容を調整するクラスである。学習
内容は学習支援システム（ＬＭＳ）にアップされて
いた。ＬＭＳにはBack Board System を利用した。
学生は毎週クラスに参加し，指示された課題を次週
あるいは２週間後に印刷物，メール添付ファイルあ
るいはＬＭＳの掲示板で提出することを求められ
た。与えられた課題は以下の通り。課題１：キーボー
ド入力を日常の作業に不自由のない程度にスムース
に操作できるようにする。課題２：Web検索を行い
結果をe-mailで報告する。課題３：エディタで英文
を入力する。課題４：ワープロで文書を作成する。
課題５：エクセルで作表し，グラフを作成する。図
表入りの文書を作成する。課題６：HTMLの基礎を
学び簡単なWebページを作成する。課題７：自分の
出身地や好きなものを紹介するプレゼン資料を作成
し，発表する。

（Ｂクラス）普通クラスでは，ＬＭＳ（Moodle）を
最大限に利用した授業を行っていた。学生は最初の�����



２週と最後の２週以外は授業に出席してもしなくて
も良いが，LMSを介して約２週ペースで課題提出を
求められた。学生は出席のかわりに，毎週授業者が
提供したSNSに最低１つは投稿することを求められ
た。学生に与えられた課題は以下の通り。課題１：
パワーポイントを用いたポスター作成。課題２：
ワードを利用した学級新聞の作成（段組，写真の張
り込み）。課題３：エクセルを用いた統計処理（身
体計測データ）を行い，グラフ化する。できあがっ
たものをワードに貼り付けてレポート作成。課題
４：パワーポイントを用いたプレゼン資料作成：子
どもたち一人１台を想定した時のパソコンの仕様に
ついて，Web等で調査し，それをプレゼンにまとめ
る。グループ活動を通して作品を仕上げる。課題５：
アクセスでCDデータベースを作成した。自分の持っ
ているCDの曲名，演奏者，アルバムタイトルなど
をデータベース化する。課題６：課題４のプレゼン
を実施し相互評価する。課題７：Javascriptを用い
たプログラミング。

【手続き】
（１）４月中旬の「情報処理」のクラス（ＡＢの２

クラス）の授業中に調査用紙を配布した。調査結
果は成績に関係しないことを説明して，各自の
ペースで回答してもらった。

（２）６月ならびに７月の調査では，４月の調査用
紙の内，質問３（過去の学習経験）ならびに質問
４（高校時の学習内容）に関する質問を省いて４
月と同様の方法で実施した。

３．結　　果

3.1  PC利用頻度に関する質問
　質問３は，どれだけコンピュータやネットワーク
を利用していたかを問う質問であった。回答は「全
く使わない」(0)から「毎日必ず使う」(4)までの５
段階評定であった。６月７月の調査では，最近の利
用頻度だけを質問した。２つのクラスの質問３（最
近の利用頻度）への反応を比較したものを表２に，
平均値の変化を図１に示した。

　平均値の変化を見れば，４月よりも７月の平均
値が，いずれのクラスにおいても上昇しているの
がわかる。クラス(2)×時期(3)の混合計画の分散分
析を行った結果，クラスの主効果のF値が14.7（自
由度は1/61）で1%水準で有意であった（F=14.7, 
df=1/61, p<0.01）。測定時期の主効果（F=24.5, 
df=2/122, p<0.01）も有意であり，クラス×時期の
交互作用は有意ではなかった。この結果は，コン
ピュータやネットワークの利用頻度について言え
ば，いずれのクラスでも平均頻度の増加（月に１回
未満から月に１回以上）が認められたが，学習目標
であるすべての学生が日常的に利用する段階（毎日
のように使う(3)）にはなっていないこと。初心者
クラス(A)と普通クラス(B)の頻度の差が縮まってい
るとは言えないことを示している。
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表４．質問５で測定した情報機器活用スキルの因子分析の結果（４因子）
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3.2 高校での教科「情報」の履修
　質問４は，高等学校における教科「情報」の履修
状況に関する質問であった。2つのクラスの質問４
の結果を比較したものを表３に示した。
　Fisherの直接確率計算を行った結果，クラス間に
履修していた学生数の割合に有意な差が認められた

（P=0.0025）。初心者クラスＡのほうが普通クラス
Ｂよりも情報の授業を履修していない学生が多いと
いうことを示す結果が得られた。

3.3 コンピュータ利用スキルの自己評価
　質問5ではコンピュータ利用スキルの自己評価を
31の項目について5段階評定で問うた。利用スキル
の因子構造を探り，情報を縮約するために因子分析
を行った。因子分析の結果，４因子を抽出した。バ
リマックス回転後の各項目の因子負荷量を表４に示
した。４つの因子を代表する項目として因子負荷量

が0.45以上のものを選び，各因子の意味を解釈し
た。第１因子を「基本操作（ネットワーク，ソフト
ウエア利用）」の因子，第２因子を「応用操作（Web
作成，画像音声処理）」の因子，第３因子を「情報
モラル」の因子とした。第４因子は「応用操作（ハー
ド環境調整，動画編集）」の因子とした。
　４つの因子を代表する項目の合計点をもって，各
因子の尺度得点を求めた。2つのクラスの質問５に
関する調査結果を4月，６月，７月の月別に整理し
比較したものを，表５に示した。４つの因子に対し
て負荷量の大きい項目の数を併せて示した（尺度番
号の横に（　）付きで示してある）。質問５は，31
項目の情報活用スキルについて，必ずできる(1)か
ら，質問の意味が分からない(5)までの５段階で回
答を求める評定尺度であった。したがって，尺度得
点が減少することは自己評価が上昇することを示し
ている。
　第１因子の平均評定値の変化を図２に示した。ク
ラス(2)×時期(3)の分散分析の結果，クラス(2)の主
効果（F=9.95, df=1/61, p<0.01），時期(3)の主効果

（F=204.66, df=2/122, p<0.01），クラス×時期の交
互作用（F=21.70, df=2/122, p<0.01）がいずれも
有意であった。交互作用が有意であったことから，
時期要因の３つの水準においてクラス間の差をLSD
法で検討したところ，４月のみ有意な差(F=26.98, 
df=1/61, p<0.01) が認められた。また，クラス別に
時期の効果を検討したところ，初心者クラスにおい
ても普通クラスにおいても，時期の効果が有意で
あった。下位検定の結果，いずれのクラスにおいて
も４月より６月，６月より７月と平均値の減少が有
意であった。
　第２因子の平均評定値の変化を図３に示した。ク
ラス(2)×時期(3)の分散分析の結果，クラスの主
効果（F=4.65, df=1/61, p<0.01），時期の主効果

（F=20.44, df=2/122, p<0.01）が有意となり，交互
作用は有意でなかった。これらの結果から，応用操
作（Web作成，画像処理）においては，どちらのク
ラスでも改善は見られるが，最終的に尺度得点を項
目数で割った値は約3.5であり，十分にスキルが習
得されたとは言えない状況であった。平均値の上で
は差が縮小しているように見えるが，交互作用が有
意でなかったことから，Web作成のような初心者に
難度の高い内容については，初心者クラスと普通ク
ラスの差が十分に縮まらないことが示された。
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　第３因子の平均評定値の変化を図４に示した。ク
ラス(2)×時期(3)の分散分析の結果，クラスの主効
果（F=3.47, df=1/61, p<0.10）に有意な傾向がみ
られ，時期の主効果（F=29.10, df=2/122, p<0.01）
とクラス×時期の交互作用（F=5.29, df=2/122, 
p<0.01）がいずれも有意であった。交互作用が有
意であったことから，測定時期のそれぞれにおいて
クラスの単純主効果が有意であるかどうかをLSD法
で分析した結果，４月の時点のみでクラス間に有意
差が認められた。またそれぞれのクラスで時期の単
純主効果を検討した結果，普通クラスでも，初心者
クラスでも有意な差が認められた。下位検定の結果，
測定時期による変動は，４月から６月にかけての時
期で有意に変化し，６月から７月の時期では有意な
変動は認められなかった。

　第４因子の平均評定値の変化を図５に示した。ク
ラス(2)×時期(3)の分散分析の結果，時期の主効果
のみが有意（F=10.08, df=2/122, p<0.01）であった。
下位検定の結果，４月と７月，６月と７月の間に有
意差が認められた（p<0.05）。

3.4 情報活用態度の自己評価
　質問６は情報活用に関する態度を評価させる
25項目の自己評定尺度であった。情報を縮約する
ため因子分析を行った結果，６因子を抽出した。バ
リマックス回転後の各項目の因子負荷量を表６に示
した。
　６つの因子を代表する項目として因子負荷量が
0.45以上のものを選び，各因子の意味を解釈した。
第１因子を「情報の収集・選択・整理・発信」の因�����



子，第２因子を「相手を意識したコミュニケーショ
ン」の因子，第３因子を「情報機器の活用と課題解
決への効力感」の因子，第４因子を「積極的な情報
探索と問題解決」の因子，第５因子を「仲間と協力
して問題解決しようとする態度」の因子，第６因子
を「発想を活用する」因子とした。
　６つの因子を代表する項目の合計点をもって，各
因子の尺度得点を求めた。２つのクラスの質問６に

関する調査結果を4月，６月，７月の月別に整理し
比較したものを表７に示した。６つの因子に対して
負荷量の大きい項目の数を併せて示した（尺度番号
横に(  )付きで示してある）。
　６つの因子に対応するそれぞれの尺度得点につい
てクラス(2)×時期(3)の分散分析を行い，学習の成
果が情報活用の態度に及ぼす影響を検討した。その
結果，第１因子（情報収集から発信まで）の平均評

表６．質問６で測定した情報活用態度の因子分析の結果（６因子）
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定値の変化を図６に示した。クラス(2)×時期(3)の
分散分析の結果，クラス間の主効果が有意 (F=8.01, 
df=1/62, p<0.01) であった。時期の主効果 (F=37.76, 
df=2/124, p<0.01) も有意であった。クラス×時期
の交互作用は有意でなかった。
　第２因子（相手を意識したコミュニケーショ
ン）の平均評定値の変化を図７に示した。クラス
(2)×時期(3)の分散分析の結果，クラス間の主効果
が有意でなく，時期の主効果 (F=87.74, df=2/124, 
p<0.01) が有意であった。クラス×時期の交互作用
は有意でなかった。
　第３因子（機器活用した解決の効力感）の平均
評定値の変化を図８に示した。クラス(2)×時期(3)
の分散分析の結果，クラス間の主効果が有意傾向
であった (F=3.20, df=1/62, p<0.10)。時期の主効果 
(F=33.37, df=2/124, p<0.01) は有意であった。ク
ラス×時期の交互作用は有意でなかった。
　第４因子（解決のための情報探索）の平均評定値
の変化を図９に示した。クラス(2)×時期(3)の分散
分析の結果，クラス間の主効果が有意でなく，時
期の主効果 (F=14.05, df=2/124, p<0.01) は有意で
あった。クラス×時期の交互作用は有意でなかった。
　第５因子（解決のための協力関係）の平均評定値
の変化を図10に示した。クラス(2)×時期(3)の分散
分析の結果，クラス間の主効果は有意でなく，時�����



期の主効果 (F=19.85, df=2/124, p<0.01) は有意で
あった。クラス×時期の交互作用は有意でなかった。
　第６因子（発想の活用）の平均評定値の変化を
図11に示した。クラス(2)×時期(3)の分散分析の結
果，クラス間の主効果は有意でなく，時期の主効果 
(F=3.51, df=2/124, p<0.01) のみ有意であった。ク
ラス×時期の交互作用は有意でなかった。

3.5 コンピュータ不安
　コンピュータ態度調査は20項目からなる，コン
ピュータに対する不安感を４段階の評定尺度で自己
評定させる質問紙であった。小川ら（1994）の研
究結果から，3因子構造が予測されているので因子
数を３として因子分析を行った。因子分析の結果を
表８に示した。
　表８から各因子に高い負荷を示した質問項目を選
択し，各因子の尺度得点をそれらの負荷の高い項目
群の合計値で求めた。2つのクラスの尺度得点を4
月，６月，７月の月別に整理し比較したものを表９
に示した。
　平均値の変化を検討するために，クラス(2)×時
期(3)の2要因の混合計画の分散分析を行った。第
１因子（不安緊張）の平均評定値の変化を図12
に示した。クラス(2)×時期(3)の分散分析の結
果，クラス間の主効果が有意であった (F=4.57, 
df=1/58, p<0.05)。時期の主効果 (F=38.04, df=2/ 
116, p<0.01) ならびにクラス×時期の交互作用 
(F=12.52, df=2/116, p<0.01) にも有意差が認めら
れた。交互作用が有意であったので，４月，６月，
７月の各時点でのクラス間の単純主効果を検討した
ところ，４月時点では有意であった差が，６月，７
月には認められなくなることが示された。クラス別

�����������������������������

�����



の時期の主効果では，いずれのクラスでも有意な不
安緊張の減少が認められたが，普通クラスでは５％
水準で有意であったのに比べて，初心者クラスでは
１％水準で有意であり，初心者クラスの不安感の減
少がより著しいことが示された。
　第２因子（嫌悪回避）の平均評定値の変化を図
13に示した。クラス(2)×時期(3)の分散分析の結
果，クラス間の主効果 (F=3.33, df=1/58, p<0.10) 
に有意傾向が認められ，時期の主効果 (F=18.27, 
df=2/116, p<0.01)，ならびにクラス×時期の交互
作用 (F=9.70, df=2/116, p<0.01)，が有意であった。
交互作用が有意であったので，３つの時期のそれぞ
れでLSD法でクラス間の単純主効果の有意性を確認
した結果，４月の時点ではクラス間の差が有意で
あったが，６月と７月では差が認められなかった。
また，クラス別に時期の効果を見ると普通クラスで
は有意差が認められず，初心者クラスでは，４月よ
り６月，６月より７月と回避得点が着実に減少して
いる（有意差がある）ことが示された。
　第３因子（非効力感）の平均評定値の変化を図
14に示した。クラス(2)×時期(3)の分散分析の結果，
クラス間の主効果には有意な差が認められなかっ
た。時期の主効果 (F=30.60, df=2/116, p<0.01) で
は１％水準で，クラス×時期の交互作用 (F=4.63, 
df=2/116, p<0.05) は５％水準で有意であった。交
互作用が有意であったので，時期要因の３つの水準
毎にクラス間の有意差があるかどうかをLSD法で検
討したところ，４月の時点では有意な差があったが，
６月と７月の時点では差が有意でなかった。また，
クラス別に測定時期の主効果を検討したところ，普
通クラス，初心者クラスのいずれも有意な減少を見
せていることが示された。この単純主効果について
多重比較を行ったところ，普通クラスでは４月と７
月，６月と７月の間に有意差があり，４月と６月の
間には有意差がなかった。初心者クラスでは，４月
よりも６月，６月よりも７月と連続的に非効力感が
減少し（効力感が増加し）たことが示された。
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４．まとめと考察

　以上のような結果をまとめると以下のようにな
る。

（１）利用頻度（質問３）に対する回答は，頻度は
上昇しているが教育目標（日常的に利用する）には
ほど遠いことが示された。

（２）高等学校での教科「情報」の履修状況は，初
心者クラスでは半分以下，普通クラスで９割である
ことが分かった。

（３）情報機器の活用スキル（質問５）の結果から，
基本操作因子と情報モラル因子では，学習によって
２つのクラスの得点が減少し，クラス間の差も有意
でなくなった。また，応用操作の因子２（Web作成，
画像音声処理）ではクラス間の差が縮まらなかった。
因子４（ハード環境調整，動画編集）では，２クラ
スとも有意に得点が減少したが，クラス間の差が最
初から有意でなかった。基本的な操作スキルや情報

モラルの基本では授業の目標は達成されたが，応用
スキルではクラス間の差に影響が見られなかった。

（４）情報活用態度の６つの因子の結果から，因子
１（情報収集から発信まで），因子３（機器活用し
た解決の効力感），因子４（解決のための情報探索）
の３つの因子尺度では，いずれも初心者よりも普通
クラスのほうが得点が低く（スキルが高く），その
差は学習経験によって変化しなかった。他の三つの
因子では，学習前後の変動も少なく，クラス間でも
差がないことが示された。情報処理の授業では学習
者の学習経験の多少に係わらず，十分な情報活用態
度を育成するにはいたっていなかった。

（５）コンピュータ不安の３つの因子はいずれも４
月時点ではクラス間に差があったが，学習によって
差が無くなっていた。

　これらの結果を総合すると，今回検討した２つの
クラスにおいて，コンピュータに対する抵抗感をな

表８. コンピュータ不安検査の因子分析の結果
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くし，基本的なスキルを習得し，大学での情報活用
の基礎を学ばせるという当初の目的は達せられたこ
とがわかる。しかし利用の日常化にはいたらず，応
用操作や，情報活用態度については学習の成果をあ
まり上げることができなかった。カリキュラムの内
容の検討を行い，これらの問題に対する解決をどの
ように図るべきかが今後の課題である。
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